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１．ＪＲＡ畜産振興事業（助成事業）の概要 
 

（1）事業概要 
 

日本中央競馬会は、社会貢献の一環として、畜産分野に係る喫緊の対応が必要な事業や安全な畜産

物の供給に関わる事業、馬の防疫体制の整備、激甚災害の被災地における畜産への支援事業など、国

民からの期待が高く、畜産の振興に資する事業に対し、特別振興資金を活用した交付金交付を通じて支

援を行っています。 

 

（2）令和 3年度ＪＲＡ畜産振興事業について 
 

令和3年度においては、以下のテーマで公募を行い、ＪＲＡ畜産振興事業審査委員会の審査等を経て、

65 事業（助成額ベース 38.7 億円）を採択しました。 

 

公募した事業テーマ うち重点的に対応する事項 

 

１．自給飼料の生産・利用の促進 

 

１．激甚災害(東日本大震災においては東京電力福

島第一原子力発電所事故を含む。)による被災地

の畜産振興に向けた畜産関連復興のための対策 
２．労働力・担い手の確保(特定の地域

における担い手の確保を含む。) 

３．経営改善の助長・支援 
２．経営を支える労働力や次世代の人材の確保の

ための対策 

４．多様な形質の家畜改良と効率的な

飼養管理技術の普及 
３．収益性の高い経営の育成のための対策 

５．畜産物の生産・流通対策 ４．持続的な畜産経営のための対策 

６．畜産に係る環境問題の対策 ５．家畜排せつ物の利用を図るための対策 

７．家畜衛生の向上のための対策 ６．需要に応じた畜産物の生産・供給のための対策 

８．その他畜産振興に資するもの ７．輸出拡大のための対策 

 

８．重要な家畜疾病（口蹄疫、鳥インフルエンザ、豚

熱、アフリカ豚熱、馬インフルエンザ等）の防疫関

連のための対策 

 

【令和 3年度 採択事業一覧】 

№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 3 年度 

助成額（千円） 

1 海外食肉処理ロボット技術等調査推進事業 
(公財)日本食肉生産技

術開発センター 
R3～R5 55,321 

2 畜産に関わる仕事の理解促進事業 (公社)中央畜産会 R3～R5 84,058 

3 日本蜜蜂養蜂次世代担い手育成調査研究事業 
(一社)トウヨウミツバチ協

会 
R3 15,372 

4 地域産飼料資源のサプライチェーン構築事業 (国大)山形大学 R3～R5 53,395 

5 
高受胎性を有する牛体外受精支援システムの開

発事業 
(国大)横浜国立大学 R3～R5 35,694 

6 牛受精卵生産工程の品質管理技術開発事業 (国大)京都大学 R3～R5 62,863 

7 
昆虫タンパク質の豚用飼料有用性評価及び普

及事業 
(国大)香川大学 R3～R5 67,206 

8 代謝刷り込みによる牛放牧肥育技術開発事業 (国大)鹿児島大学 R3～R5 111,722 

9 乳牛の低受胎対策技術の実行可能性検証事業 (国大)北海道大学 R3～R5 87,938 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 3 年度 

助成額（千円） 

10 人工授精普及定着化事業 (公社)日本馬事協会 R3 5,626 

11 牛生体内卵子回収技術マニュアル作成事業 (公社)畜産技術協会 R3～R4 6,287 

12 家族経営における畜産ＤＸ推進事業 (公社)中央畜産会 R3～R5 145,361 

13 ドローン活用飼料増産技術実証・普及事業 
(一社)日本草地畜産種

子協会 
R3～R5 113,783 

14 放牧地における家畜糞分解適正化事業 (国大)北海道大学 R3～R4 3,826 

15 温暖化に適応した豚育種手法開発事業 (国大)東北大学 R3～R5 96,927 

16 
非ゲノム情報による牛凍結精液受胎性評価法開

発事業 
(国大)東京農工大学 R3～R5 52,196 

17 

イムノシンバイオティクスと DNA マーカーによる

豚の腸内環境改善を介する抗病性向上手法の

開発事業 

(国大)東北大学 R3～R5 103,858 

18 ブライダルチェック導入による牛受胎率向上事業 (国大)山口大学 R3～R5 92,032 

19 木質由来関節炎治療薬開発事業 (国大)北海道大学 R3～R5 97,517 

20 快適性に配慮した肉用牛の飼養管理普及事業 (公社)畜産技術協会 R3～R4 9,643 

21 快適性に配慮した豚の飼養管理推進普及事業 (公社)畜産技術協会 R3～R4 10,438 

22 ジビエ加工品品質評価推進事業 
(一社)食肉科学技術研

究所 
R3～R4 25,606 

23 原皮裁断技術開発実用化推進事業 食肉生産技術研究組合 R3～R4 26,580 

24 農畜連携による畜産経営の強化調査事業 
(一社)全日本畜産経営

者協会 
R3～R4 14,358 

25 和牛の繁殖能力の遺伝情報活用手法実証事業 
(公社)全国和牛登録協

会 
R3～R4 75,649 

26 国産食肉食育啓発推進事業 
全国食肉事業協同組合

連合会 
R3～R5 189,449 

27 映像を活用した畜産情報推進事業 (公社)中央畜産会 R3～R4 97,350 

28 乳用牛の新たな改良手法開発事業 (一社)家畜改良事業団 R3～R5 79,130 

29 生乳と乳製品の競争力強化支援事業 
(公財)日本乳業技術協

会 
R3～R5 79,878 

30 
畜産汚水浄化施設のＡＩ支援型リモート管理技術

開発・普及事業 

(一財)畜産環境整備機

構 
R3～R5 110,062 

31 酪農家飼養環境及びバルク乳成分調査事業 (国大)北海道大学 R3～R5 44,318 

32 褐毛和種高知系の肉質・ブランド力強化事業 (国大)高知大学 R3～R5 67,934 

33 
肉用牛における安定的な子牛生産のための妊

娠牛健診開発事業 
(国大)宮崎大学 R3～R5 62,035 

34 
ジャージー種による A2牛乳及び乳製品の開発

事業 
(国大)岡山大学 R3 3,920 

35 蜜蜂飼料（代用花粉エコフィード）の開発事業 大阪府立園芸高等学校 R3 3,639 

36 国産チーズ・イノベーション事業 

〔代表機関〕(学法)日本

獣医生命科学大学  

(公財)とかち財団 

R3～R5 86,393 

37 
国産食肉加工品国際競争力向上・製造基盤強

化対策事業 

日本ハム・ソーセージ工

業協同組合 
R3～R5 103,167 

38 コロナ感染症下の食肉消費動向等分析事業 
(公財)日本食肉消費総

合センター 
R3 23,436 

39 和牛肉の新価値観構築事業 
(一社)全国肉用牛振興

基金協会 
R3～R5 110,980 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 3 年度 

助成額（千円） 

40 日本チーズ認証基準策定普及事業 (一社)日本チーズ協会 R3～R5 22,424 

41 輸出向け肉用牛取扱改善推進事業 
(公財)日本食肉生産技

術開発センター 
R3～R4 19,464 

42 肺炎罹患部位における抗菌薬濃度解明事業 (国大)鹿児島大学 R3～R5 49,692 

43 牛伝染性リンパ腫リスク検査法開発事業 (学法)麻布大学 R3～R5 56,454 

44 
人工ファージによる Swine PathoScan 法の開発

事業 
(国大)京都大学 R3～R5 38,399 

45 牛伝染性リンパ腫の損失低減技術開発事業 (学法)東京農業大学 R3～R5 109,798 

46 乗用馬防疫推進事業 
(公社)全国乗馬倶楽部

振興協会 
R3 36,725 

47 馬飼養衛生管理特別対策事業 (公社)中央畜産会 R3 51,533 

48 馬伝染性疾病防疫推進対策事業 (公社)中央畜産会 R3 210,500 

49 家畜疾病・自然災害緊急支援体制推進事業 畜産経営支援協議会 R3～R5 59,977 

50 飼養衛生管理基準普及啓発推進対策事業 (公社)中央畜産会 R3 49,395 

51 農場管理専門獣医師等認定・活動支援事業 (公社)日本獣医師会 R3～R4 93,046 

52 
土壌凍結地帯の放牧草地におけるペレニアルラ

イグラスの追播技術高度化事業 
(国大)北海道大学 R3～R5 11,880 

53 乳母豚の生産現場での活用手法開発事業 (学法)麻布大学 R3～R5 13,365 

54 子牛の感染性下痢症の対策基盤事業 (国大)東北大学 R3～R5 39,598 

55 
監視伝染病以外の牛病原体の検査システム開

発事業 
(国大)東京農工大学 R3～R4 65,630 

56 黒毛和種肥育牛のコバルト栄養改善事業 (国大)京都大学 R3 3,555 

57 若齢種雄牛精液品質高位平準化技術開発事業 (一社)家畜改良事業団 R3～R5 70,277 

58 牛肉の食味指標値の遺伝的評価研究開発事業 (一社)家畜改良事業団 R3～R5 88,192 

59 肉用牛削蹄技術安定化事業 (公社)日本装削蹄協会 R3～R5 57,850 

60 小笠原甘露蜂蜜調査事業 (一社)養蜂産業振興会 R3 3,951 

61 
馬の流通に係る若手後継者による上場馬調教

事業 

(公社)全国乗馬倶楽部

振興協会 
R3～R5 10,344 

62 孵化場体質強化推進事業 
(一社)日本種鶏孵卵協

会 
R3～R5 11,358 

63 飼料害虫ツマジロクサヨトウの防除対策事業 (国大)宮崎大学 R3～R5 84,901 

64 馬人工授精技術普及調査事業 
(一社)日本家畜人工授

精師協会 
R3 2,749 

65 肉用牛改良形質情報収集強化事業 (一社)家畜改良事業団 R3～R5 89,628 

 令和 3年度 採択分 合計 65 事業   3,865,632 
千円 

（注釈） 

  事業実施主体における略称について、（国大）は国立大学法人、（公大）は公立大学法人、（学法）

は学校法人、（一社）は一般社団法人、（公社）は公益社団法人、（一財）は一般財団法人、（公財）

は公益財団法人。 

  事業実施期間における略称について、「R」は令和。 

  各事業内容等についてはＪＲＡホームページをご覧ください。 

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/about/index.html 

> 畜産振興事業について > 令和 3年度（PDF） 

 

  

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/about/index.html
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（3）令和 2年度助成金 交付実績 
 

令和 2 年度においては 146 事業、約 30 億円の助成金を交付しました。内訳は次のとおり。 

① 令和 2年度に終了した事業が 63事業、約 11 億円。 

② 令和 3年度以降も継続実施する事業が 83事業、約 19億円。 

なお、事業評価の対象は、「① 令和 2年度に終了した 63 事業」です。 

 

【令和 3年度以降も継続実施する 83 事業一覧】 
（「事業実施主体」応募者要件順、「事業実施期間」年度順） 

№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 2 年度 

助成実績額
（百万円） 

1 
北海道和種を代理母にして高付加価値生産

の確立事業 
岩手ふるさと農業協同組合 R2～R4 4 

2 和牛受精卵生産管理システム開発事業 全国農業協同組合連合会 R2～R3 20 

3 酪農における飼養管理改善対策事業 乳用牛群検定全国協議会 R2～R4 35 

4 野生獣衛生推進体制促進事業 家畜衛生対策推進協議会 R2～R4 41 

5 
新たな食肉産地モデル形成に向けた調査研

究事業 
根釧酪農畜産振興会 R2～R4 9 

6 
マイクロ波食肉製品異物検出装置研究開発

事業 
食肉生産技術研究組合 R2～R3 18 

7 食肉流通ＨＡＣＣＰ推進事業 
全国食肉事業協同組合連

合会 
R2～R4 27 

8 家畜防疫・衛生指導対策事業 (公社)中央畜産会 H31～R3 285 

9 地域豚疾病低減対策強化事業 (公社)中央畜産会 R2～R3 91 

10 臨床獣医師防疫体制強化事業 (公社)中央畜産会 R2～R4 42 

11 未来の畜産女子育成プロジェクト事業 (公社)国際農業者交流協会 H31～R3 2 

12 肉用牛の生産性評価精度向上推進事業 (公社)全国和牛登録協会 H31～R3 12 

13 中小規模畜産経営 ICT化支援事業 (公社)畜産技術協会 H31～R3 3 

14 めん羊・山羊の種畜生産供給体制整備事業 (公社)畜産技術協会 H31～R3 4 

15 スマート畜産海外先進モデル調査事業 (公社)畜産技術協会 R2～R3 5 

16 初生ひな鑑別師養成・鑑別技術向上事業 (公社)畜産技術協会 R2～R3 12 

17 混合発酵飼料を用いた羊肉生産実証事業 (公社)畜産技術協会 R2～R4 14 

18 和牛の地域特性活用ゲノム選抜定着化事業 (公社)畜産技術協会 R2～R4 37 

19 
黒毛和種の強化ゲノム情報の改善・活用事

業 
(公社)畜産技術協会 R2～R4 46 

20 馬伝染性子宮炎自衛防疫普及促進事業 (公社)日本軽種馬協会 R2～R4 11 

21 
アジア地域臨床獣医師等総合研修及びネット

ワーク構築事業 
(公社)日本獣医師会 R2～R4 42 

22 
国産豚肉生産性・品質向上のための緊急調

査事業 
(公社)日本食肉格付協会 H31～R3 35 

23 
国産牛肉の差別化・競争力強化対応調査事

業 
(公社)日本食肉格付協会 R2～R4 25 

24 乳・乳製品の官能評価員能力向上・認定事業 (公財)日本乳業技術協会 R2～R4 10 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 2 年度 

助成実績額
（百万円） 

25 
AW の科学的評価法確立と実証拠点農場構

築事業 
(公財)農村更生協会 H31～R3 15 

26 
障がい者養蜂での労働環境創出調査研究事

業 
(一社)トウヨウミツバチ協会 R2～R3 17 

27 乳用牛ゲノミック情報利活用促進事業 (一社)家畜改良事業団 H31～R3 17 

28 繁殖エリート種雄牛作出技術開発事業 (一社)家畜改良事業団 H31～R3 30 

29 
遺伝子型を利用した子牛損耗等防止対策事

業 
(一社)家畜改良事業団 H31～R3 30 

30 肉用牛の高度生産体系確立・普及事業 (一社)家畜改良事業団 R2～R4 21 

31 
国産豚で作る生ハム認証基準制定・普及事

業 
(一社)国産生ハム普及協会 R2～R3 17 

32 和牛経産牛肉の機能性成分等分析事業 
(一社)全国肉用牛振興基金

協会 
R2～R4 16 

33 シェフと伝える持続型畜産確立事業 (一社)全日本・食学会 R2～R3 10 

34 自然災害に強い畜産経営の実現調査事業 
(一社)全日本畜産経営者協

会 
R2～R3 4 

35 
乳用牛生産性長命連産性の遺伝改良研究事

業 

(一社)日本ホルスタイン登録

協会 
R2～R4 24 

36 牛繁殖基盤強化技術向上特別事業 
(一社)日本家畜人工授精師

協会 
H31～R3 9 

37 地鶏普及推進事業 (一社)日本食鳥協会 H31～R3 15 

38 放牧畜産物生産普及推進事業 
(一社)日本草地畜産種子協

会 
H31～R3 28 

39 高タンパク飼料用稲調査事業 
(一社)日本草地畜産種子協

会 
H31～R3 32 

40 すす紋病抵抗性品種選抜マーカー開発事業 
(一社)日本草地畜産種子協

会 
R2～R4 18 

41 安定多収・環境耐性ライグラス品種開発事業 
(一社)日本草地畜産種子協

会 
R2～R4 40 

42 
飼養衛生管理徹底等による養豚産業基盤強

化事業 
(一社)日本養豚協会 R2～R4 4 

43 
畜産環境対策技術総合設計基準調査普及事

業 
(一財)畜産環境整備機構 H31～R3 24 

44 混合堆肥の利用拡大普及事業 (一財)畜産環境整備機構 R2～R4 21 

45 畜産臭気の不快度軽減技術開発普及事業 (一財)畜産環境整備機構 R2～R4 34 

46 ウシの妊孕性向上システムの創出事業 (公大)宮城大学 H31～R3 24 

47 
豚呼吸器病早期発見のためのＡＩ耳標センサ

研究開発事業 
(公大)広島市立大学 R2～R4 12 

48 持続的 TMR センター体制モデル検討事業 (公大)秋田県立大学 H31～R3 1 

49 東京大会における意図的異物混入対策事業 (公大)奈良県立医科大学 H31～R3 14 

50 四倍体飼料用イネの開発事業 
(国大)北海道大学 獣医学

部 
H31～R3 4 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 2 年度 

助成実績額
（百万円） 

51 
乳牛預託哺育・育成牧場の飼養管理実態調

査事業 

(国大)北海道大学 獣医学

部 
H31～R3 12 

52 乳牛の分娩間隔短縮のための技術開発事業 
(国大)北海道大学 獣医学

部 
H31～R3 13 

53 
低侵襲・簡易迅速な牛の早期妊娠判定技術

開発事業 

(国大)北海道大学 獣医学

部 
H31～R3 14 

54 放牧地温暖化影響評価モデル構築事業 
(国大)北海道大学 獣医学

部 
R2～R3 22 

55 
感染子牛育成センターを利用した地域で持続

可能な牛白血病清浄化モデル開発事業 
(国大)岩手大学 H31～R3 26 

56 
画像診断に基づいた牛の蹄形および削蹄法

に関する研究事業 
(国大)岩手大学 R2～R3 6 

57 牛体外受精胚の高品質化技術開発事業 (国大)岩手大学 R2～R4 14 

58 
産業動物臨床分野卒後教育モデルカリキュラ

ムの実証事業 
(国大)宮崎大学 R2～R3 3 

59 
大学連携による家畜防疫に関する知の集積

事業 
(国大)宮崎大学 R2～R3 3 

60 牛の飼養衛生オントロジー構築事業 (国大)広島大学 H31～R3 16 

61 引退馬のQOL向上のための動物福祉事業 (国大)鹿児島大学 H31～R3 9 

62 未出穂型ソルガムの寒冷地栽培・利用事業 (国大)信州大学 H31～R3 2 

63 黒毛和牛の魅力創出技術の構築事業 (国大)神戸大学 R2～R3 5 

64 
受精卵による障がい者乗用馬等の生産法確

立事業 
(国大)帯広畜産大学 R2～R4 30 

65 
免疫活性化で受胎性を高める牛受精卵移植

法事業 
(国大)帯広畜産大学 R2～R4 35 

66 スマート都市養蜂システムの研究開発事業 (国大)電気通信大学 R2～R3 4 

67 
生殖器奇形原因遺伝子保因牛の鑑別と淘汰

技術開発事業 
(国大)東京大学 R2～R3 13 

68 牛呼吸器病症候群制御のための事業 (国大)東京大学 R2～R4 11 

69 
電子指示書を用いた豚群衛生管理の実証試

験事業 
(国大)東京大学 R2～R4 21 

70 
適切な資材での消毒による飼養衛生対策強

化事業 
(国大)東京農工大学 H31～R3 4 

71 乳房炎高発牛の鑑別技術開発事業 (国大)東京農工大学 H31～R3 20 

72 
人工知能による牛体外受精卵の自動評価事

業 
(国大)東京農工大学 R2～R4 26 

73 日本短角種の高品質赤肉生産開発事業 (国大)東北大学 H31～R3 15 

74 
子牛への糞便移植の技術基盤形成と疾病制

御事業 
(国大)東北大学 H31～R3 19 

75 乳牛の乳房炎発症予防手法開発事業 (国大)東北大学 R2～R4 39 

76 
牛ガラス化胚の新規移植法開発・実用化事

業 

(学法)北里研究所 北里大

学 
R2～R4 11 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

令和 2 年度 

助成実績額
（百万円） 

77 
肉用牛産肉形質の AI 生体評価法の現場実

装事業 
(学法)近畿大学 H31～R3 29 

78 
飼養技術の最適化と消費者評価による国産

豚肉の競争力強化事業 
(学法)近畿大学 R2～R4 17 

79 
ウシＭＨＣ領域インピュテーション法の開発事

業 
(学法)十文字学園女子大学 R2～R3 29 

80 
アミノ酸プロファイルによる不受胎牛の判別

事業 
(学法)東海大学 H31～R3 18 

81 
高泌乳牛の飼養・繁殖管理技術の高度化事

業 
(学法)東京理科大学 H31～R3 32 

82 
豚における抗菌剤慎重使用のための病性鑑

定事業 

(学法)麻布獣医学園 麻布

大学 
H31～R3 6 

83 牛乳房炎に対する乳汁移植技術開発事業 
(学法)麻布獣医学園 麻布

大学 
R2～R4 15 

 令和 3年度以降も継続実施分 合計 83 事業   18.50 
億円 

（注釈） 

  事業実施主体における略称について、（国大）は国立大学法人、（公大）は公立大学法人、（学法）

は学校法人、（一社）は一般社団法人、（公社）は公益社団法人、（一財）は一般財団法人、（公財）

は公益財団法人。 

  事業実施期間における略称について、「H」は平成、「R」は令和。 
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２．ＪＲＡ畜産振興事業の事業評価の概要 
 

（1）ＪＲＡ畜産振興事業における事業評価制度の概要 
 

JRA 畜産振興事業では事業終了時において、当初設定した目標に対する達成度を検証するとともに、

改善すべき点が今後の事業に反映されることを目的として、事業評価制度を設けています。評価について

は客観性が求められることから、事業実施主体では外部有識者からなる委員会を設置して自己評価を実

施しています。 

ＪＲＡにおいても、実施主体による自己評価結果を取りまとめて全体評価を実施しています。また、学識

経験を有する者によって構成される畜産振興事業評価委員会を設置し、特に専門的な知見から事業成果

を評価することが必要な研究開発事業を中心に、実施主体からのヒアリングを経たうえで評価を行う「ヒア

リング評価」と、ヒアリングの対象とならなかった事業のうち評価委員会が選定したものについて書面によ

り評価を行う「書面評価」を実施しています。 

 

 

（2）令和 2年度に終了した事業の評価の概要 
 

令和 2 年度は実施主体による自己評価、ＪＲＡによる自己評価結果の全体評価（総括的コメント）に加

え、ヒアリング評価を 4事業、書面評価を 6事業実施しました。 

 

令和 2年度終了事業（63 事業） 

 

各実施主体における自己評価（63 事業） 

 

ＪＲＡによる畜産振興事業の自己評価結果の全体評価 

（総括的コメント） 

 

 
畜産振興事業評価委員会による専門的知見からの評価 

（10 事業） 
 

     

 ヒアリング評価（4 事業）  書面評価（6事業）  

 

 視点別評価：「必要性」

「効率性」「有効性」の観

点から 5段階評価 

 総合評価（5 段階評価） 

 評価委員会の意見 

 

 総合評価（5 段階評価） 

 評価委員会の意見 
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（3）自己評価結果の全体評価（総括的コメント） 

令和 2年度に終了した畜産振興事業は 63事業でした。 

本年度も新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、計画されていた事業の実施が困難になったとの報告

が見受けられましたが、目標を達成するために代替措置が講じられるなど、概ね適切に対応されたものと

考えます。 

事業の内容を畜種別に見ると、『牛』が 18 事業、『馬』が 11 事業、

『豚』が 7事業、『鶏』が 3事業、『蜂』が 2 事業、『家畜共通の事業』が

22 事業となっており、広範な畜種において事業が実施されました。 

個別の事業実施状況について、いくつか紹介します。 

牛の関連事業では『生乳と乳製品の安全性・信頼確保支援事業（日本乳業技術協会）』において、酪農

家が、HACCP への対応を進め、新たな食品表示制度に即した正確な表示等による信頼確保の重要性を

十分に理解した上で、6次産業化への取組を継続する意向を持ち、また、生乳検査精度管理認証制度を

広く活用できる体制が整ったことにより、生乳生産基盤の強化に資するものとなりました。 

馬の関連事業では『馬伝染性疾病防疫推進対策事業（中央畜産会）』において、地域の獣医師や生産

者等が一体となった予防接種体制を構築・強化してきていることにより、国内で馬インフルエンザの発生

は認められなかったことなど、馬伝染性疾病の発生予防等の効果的な防疫措置が推進されました。今後

もワクチン接種率の維持・向上を図る等の防疫推進対策の継続実施を期待します。 

豚の関連事業では『豚レンサ球菌感染の新規迅速診断法の開発事業（京都大学）』において、豚レンサ

球菌では全く未知であったその抗原を明らかにしたとともに、その抗原の人工抗体の作製にも成功しまし

た。今後、その人工抗体を活用した豚レンサ球菌の迅速な診断法の開発を期待します。 

家畜共通の関連事業では『子実用とうもろこし等農薬安全性調査事業（日本草地畜産種子協会）』に

おいて、目標値をすべて達成し、子実用とうもろこしについては、残留農薬が極めて低い水準であることが

示されました。このデータを農薬メーカーに対して提供したことで、今後、メーカーによる農薬の適用拡大

の進展が期待され、拡大された場合には病害虫の防除が容易になり、子実用とうもろこし等の作付面積

の拡大に結び付くと考えます。 

事業実施主体による自己評価結果の総合評価では、『A』が 37 事業、『B』

が 24 事業、『C』が 2 事業でした。ほとんどの事業で、達成目標を踏まえ、自らが設

置した委員会の意見等も参考に概ね適正な自己評価がなされたと判断しています。 

全体としては新型コロナウイルスの影響もあり、前述したように実施プロセスにお

いて代替措置を講じた事業が見られたものの、概ね当初の目標が達成され、JRA

の社会貢献活動として畜産振興に資するものであったと評価しています。 

今後も、事業の成果をホームページやシンポジウムの開催等により積極的に公表していただくととも

に、特に研究開発を目的とする事業については引き続き学会における発表やその成果物の実用化に努

めていただくことを期待します。 

全体評価は以上となります。ヒアリング評価及び書面評価につきましては別掲をご覧ください。 

なお、令和元年度から 3年度まで計画していた「牛耳介チップの遺伝子解析による生産性向上事業」

（鹿児島大学）については、令和 2年度以降の業務委託が不可能となり事業の継続が困難となったため、

令和 3年 3月 17 日付けで農林水産大臣の承認を得て、事業廃止としました。このことは極めて残念です

が、これまでの事業で得た成果を生かして、今後、自発的に研究が継続されることを期待します。  

18

11
7

3 2

22

牛 馬 豚 鶏 蜂 共通

A

37

59%

B

24

38%

C

2

3%
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【令和 2年度に終了した 63 事業の自己評価結果一覧】 
（「事業実施主体」応募者要件順、「事業実施期間」年度順） 

№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

助成実績 

額（百万円） 
総合評価 
（自己評価） 

1 
有機子実とうもろこしの栽培法確立と調査

研究事業 

津別町農業協同組

合 
H30～R2 3 A 

2 輸入飼料原料工程管理高度化事業 
協同組合 日本飼料

工業会 
H31～R2 24 A 

3 国産食肉理解醸成食育推進事業 
全国食肉事業協同

組合連合会 
H30～R2 174 A 

4 国産食肉加工品国際競争力強化対策事業 
日本ハム・ソーセー

ジ工業協同組合 
H31～R2 50 A 

5 畜産の高度化に向けた映像情報提供事業 (公社)中央畜産会 H30～R2 122 A 

6 畜産女性経営者育成強化事業 (公社)中央畜産会 H30～R2 79 A 

7 
畜産現場における障がい者雇用促進支援

事業 
(公社)中央畜産会 H30～R2 49 A 

8 馬飼養衛生管理特別対策事業 (公社)中央畜産会 R2 42 B 

9 馬伝染性疾病防疫推進対策事業 (公社)中央畜産会 R2 177 B 

10 Wagyu 肉生産・流通等実態調査事業 (公社)畜産技術協会 H30～R2 14 A 

11 AW に配慮した家畜輸送等指針普及事業 (公社)畜産技術協会 H31～R2 11 B 

12 アジア地域臨床獣医師等総合研修事業 (公社)日本獣医師会 H30～R2 221 A 

13 豚枝肉脂質判定技術開発調査事業 
(公社)日本食肉格付

協会 
H30～R2 23 A 

14 乳牛削蹄技術安定化事業 
(公社)日本装削蹄協

会 
H30～R2 46 A 

15 人工授精普及定着化事業 (公社)日本馬事協会 H30～R2 41 A 

16 
馬の流通に係る若手後継者の育成調教技

術向上推進事業 

(公社)全国乗馬倶楽

部振興協会 
H30～R2 9 B 

17 乗用馬防疫推進事業 
(公社)全国乗馬倶楽

部振興協会 
R2 30 B 

18 
酪農家の働き方改革簡易診断解決ツール

開発事業 

(公財)日本生産性本

部 
R2 4 B 

19 生乳と乳製品の安全性・信頼確保支援事業 
(公財)日本乳業技術

協会 
H30～R2 70 A 

20 
食肉輸出の食肉処理技術等マニュアル作

成事業 

(公財)日本食肉生産

技術開発センター 
H31～R2 6 B 

21 
ジビエ利用促進畜産物生産環境保全・安全

確保推進事業 

(公財)日本食肉消費

総合センター 
R2 30 A 

22 和牛の担い手高度化支援強化事業 
(一社)岡山県畜産協

会 
H30～R2 7 A 

23 肉用牛ゲノム情報活用推進事業 
(一社)家畜改良事業

団 
H30～R2 84 B 

24 
牛肉のおいしさ評価技術高度化研究開発

事業 

(一社)家畜改良事業

団 
H30～R2 61 A 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

助成実績 

額（百万円） 
総合評価 
（自己評価） 

25 若齢種雄牛精液の高度生産技術開発事業 
(一社)家畜改良事業

団 
H30～R2 45 A 

26 海外・国産豚肉肉質評価等推進事業 
(一社)食肉科学技術

研究所 
H31～R2 23 B 

27 
牛肉のうま味成分高付加価値化推進調査

研究事業 

(一社)全国肉用牛振

興基金協会 
H30～R2 55 B 

28 畜産経営雇用促進調査事業 
(一社)全日本畜産経

営者協会 
H31～R2 9 A 

29 孵化場体質強化推進事業 
(一社)日本種鶏孵卵

協会 
H30～R2 9 B 

30 子実用とうもろこし等農薬安全性調査事業 
(一社)日本草地畜産

種子協会 
H30～R2 87 A 

31 
蜜蜂のダニ寄生とウイルス感染率の実態調

査事業 
(一社)日本養蜂協会 R2 3 A 

32 
在来馬等の里山での活用に向けた育成事

業 
(一社)馬搬振興会 H31～R2 11 A 

33 
家畜感染症検査における精度管理体制確

立のための基盤整備事業 

(一財)生物科学安全

研究所 
H30～R2 12 B 

34 
畜産汚水の発生・浄化における軽労型窒素

低減システムの開発・普及事業 

(一財)畜産環境整備

機構 
H30～R2 71 B 

35 
免疫去勢による国産豚国際競争力強化事

業 
(国大)宮崎大学 H30～R2 75 B 

36 
飼料生産におけるツマジロクサヨトウ対策事

業 
(国大)宮崎大学 H31～R2 40 B 

37 産業動物女性獣医師の活動推進事業 (国大)宮崎大学 R2 1 B 

38 
豚レンサ球菌感染の新規迅速診断法の開

発事業 
(国大)京都大学 H31～R2 40 B 

39 
精子発現遺伝子による雌雄産み分け法開

発事業 
(国大)広島大学 H30～R2 95 A 

40 
昆虫タンパク質を代替原料に用いた鶏用飼

料の有用性評価事業 
(国大)香川大学 H31～R2 8 B 

41 
馬飼養農場における飼養管理技術革新事

業 
(国大)鹿児島大学 H30～R2 119 B 

42 
ブタの精液・受精卵の高度保存技術開発事

業 
(国大)鹿児島大学 H30～R2 97 C 

43 
地鶏の鳥インフルエンザウイルス感受性研

究事業 
(国大)鹿児島大学 H30～R2 65 A 

44 
薬剤耐性（AMR）に配慮した牛肺炎に対す

る抗菌薬療法確立事業 
(国大)鹿児島大学 H30～R2 17 A 

45 
東日本大震災被災地飼養馬の福祉向上事

業 
(国大)鹿児島大学 H31～R2 11 A 

46 
豚肉の理化学特性解析と飼料による高品

質化事業 
(国大)新潟大学 H31～R2 8 B 
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№ 事業名 事業実施主体 
事業実施 

期間（年度） 

助成実績 

額（百万円） 
総合評価 
（自己評価） 

47 
腸内環境改善による畜産物の高付加価値

化事業 
(国大)千葉大学 H30～R2 10 B 

48 家畜下痢症の感染制御のための事業 (国大)帯広畜産大学 H30～R2 38 A 

49 
牛白血病感染・発症抵抗性牛の指標開発

事業 
(国大)東京大学 H30～R2 67 A 

50 早期乳房炎の診断技術開発事業 (国大)東京大学 H30～R2 36 A 

51 
畜産物によるアレルギー低減のための技術

開発普及事業 
(国大)東京大学 H31～R2 21 A 

52 豚の抗病性向上手法開発事業 (国大)東北大学 H30～R2 78 A 

53 
製紙副産物を活用した馬関節炎治療薬の

開発事業 
(国大)北海道大学 H30～R2 70 A 

54 生乳の異常風味発生に対する対策事業 (国大)北海道大学 H30～R2 19 A 

55 

北海道東部地域の土壌凍結地帯における

ペレニアルライグラスによる草地簡易更新

技術確立事業 

(国大)北海道大学 H30～R2 12 A 

56 
鼻疽菌潜伏感染馬の摘発に向けた新規血

清診断法の開発事業 
(国大)北海道大学 H31～R2 7 A 

57 
乳用牛供用期間延長のための新規技術開

発事業 
(学法)東京農業大学 H30～R2 76 B 

58 
哺乳子牛と搾乳牛のトレーサビリティの高度

化事業 
(学法)東京理科大学 H30～R2 105 A 

59 
牛乳の異臭成分発生防御に関する研究事

業 

(学法)渡辺学園 東

京家政大学 
R2 4 A 

60 
農耕馬のホースワーク可能性に関する実証

事業 
(公大)岩手県立大学 H31～R2 7 C 

61 
蜜蜂飼料（代用花粉エコフィード）の開発事

業 

大阪府立園芸高等

学校 
R2 3 B 

62 
家畜疾病、自然災害緊急支援体制確保事

業 

畜産経営支援協議

会 
H30～R2 40 A 

63 原発事故被災地での飼料生産促進事業 立野連絡協議会 R2 17 B 

 令和 2年度 終了合計 63事業   28.88 
億円 

 

 

【令和 2年度に廃止した事業の自己評価結果一覧】 

№ 事業名 事業実施主体 

［当初計画］ 

事業実施 

期間（年度） 

［当初計画］ 

助成実績 

額（百万円） 

総合評価 
（自己評価） 

1 
牛耳介チップの遺伝子解析による生産性向

上事業 
(国大)鹿児島大学 

［H31～R3］ 

H31 
［96］ 

23 D 

※ 令和 3年 3月 17 日付けで農林水産大臣の承認を得て、事業廃止。 

 

（注釈） 

  事業実施主体における略称について、（国大）は国立大学法人、（公大）は公立大学法人、（学法）
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は学校法人、（一社）は一般社団法人、（公社）は公益社団法人、（一財）は一般財団法人、（公財）

は公益財団法人。 

  事業実施期間における略称について、「H」は平成、「R」は令和。 

  各事業内容等についてはＪＲＡホームページをご覧ください。 

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/about/index.html 

> 畜産振興事業 自己評価票 > 令和 3年度（PDF） 

 

 

  

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/about/index.html
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３．ヒアリング評価結果 
 

令和 2 年度終了事業のうち次の 4件についてヒアリング評価を実施しました。 

① 哺乳子牛と搾乳牛のトレーサビリティの高度化事業（学校法人 東京理科大学） 

② 免疫去勢による国産豚国際競争力強化事業（国立大学法人 宮崎大学） 

③ 牛白血病感染・発症抵抗性牛の指標開発事業（国立大学法人 東京大学） 

④ 牛肉のおいしさ評価技術高度化研究開発事業（（一社）家畜改良事業団） 

 

注釈 【視点別評価】及び【総合評価】における評価項目及び評価基準は、34 ページの 6．（1）②参照。 

 

 

【3-1】哺乳子牛と搾乳牛のトレーサビリティの高度化事業（東京理科大学） 

事業名 
哺乳子牛と搾乳牛のトレーサビリティの高度

化事業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
学校法人 東京理科大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

111,937 千円 

（105,224 千円） 

 

【事業概要】 

哺乳ロボットから子牛の個体情報として得られるデータ、搾乳ロボットから母牛の個体情報として得ら

れるデータ、成長後の搾乳データをブロックチェーン技術で関連付けるとともに、この乳牛トレーサビリ

ティを AI で解析することにより、導入された子牛の将来の生産性等の予見を可能とし、生産性の高い

乳用牛の育成を図り、生産基盤の強化に寄与することを目的とする事業。 
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【事業実績】 【事業成果】 

① 哺乳ロボットからの子牛のデータ及び搾乳ロ

ボットから母牛のデータを収集 

 研究対象乳牛（子牛）3,958 頭 

 研究対象乳牛（母牛）7,320 頭 

 

② 母牛と関連付けされた子牛の要約情報数 

3,958 頭 

哺乳・搾乳ロボットから得られるデータをブロッ

クチェーン上に集積するためのシステム及び収集

データを解析するシステムを開発した。 

母牛と子牛のデータを関連付けた要約情報作

成システムを開発することにより、子牛に対する母

牛との関連性を含む要約情報を作成するととも

に、当該要約情報をタブレットＰＣ上で活用するた

めのデバイスソフトウエアを開発した。 

 

【視点別評価】 

〔必要性〕 

『４』 

酪農経営では優良な後継牛の確保が重要であり、哺乳ロボット及び搾乳ロボットの

個体管理情報等から子牛の将来的な能力を予測するシステムの開発は、母牛と種雄

牛の血統情報に基づく後継牛選択を補完するツールとして有益である。 

近年、畜産分野で急速に普及しつつある ICT、ロボット、AI 等の先端技術は、集積さ

れた大量データの利用を可能にするため、作業の効率化等の個別的課題の解決に止

まらず、経営基盤の安定化や競争力強化の手段としての活用が期待され、本事業実施

の必要性は高かった。 

〔効率性〕 

『３』 

助成対象経費の節減合理化を図り、当初計画額を下回る助成金額にて、予定どおり

の成果を達成した。 

また、東京理科大学、鹿児島大学、ISID グループの本事業のメンバー間で成果の確

認を相互に行うとともに、推進委員会において進捗状況と成果を報告の上、指摘内容を

その後の事業開発及び運用の改善に役立てることにより、効率的に事業を遂行した。 

〔有効性〕 

『３』 

哺乳ロボットと搾乳ロボットから得られたデータを基に、哺乳期の採食行動とその後

の生育状況などの関係を明らかにすることができたことは、哺乳期の飼養管理法の改

善への寄与が期待できる。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ｂ 

多くの酪農経営では、他農場からの育成牛や初妊牛の導入により搾乳牛の更新を

図っているが、導入する牛の個体情報は限定されている。 

本事業は、哺乳ロボットから得られる哺乳子牛の個体データと搾乳ロボットから得ら

れる母牛のデータや成長後の搾乳データをブロックチェーン技術で関連付け、AI で解

析して導入牛の生産性等を予測するツールの開発を目的とした。 

本事業では、哺乳・搾乳ロボットから得られたデータをブロックチェーン上に集積す

るためのシステムと集積したデータを解析するシステムを開発した。また、母牛と子牛

のデータを関連付けた要約情報作成システムを開発し、得られた要約情報をタブレッ

ト PC上で活用できるデバイスソフトウエアを開発する等、子牛市場での活用が期待で

きる一定の成果を上げた。しかしながら、成長後の搾乳データは集積されておらず、

導入子牛の将来生産性等の予測について開発されたシステムの有効性は検証され

ていない。また、開発したシステムの運用経費の低コスト化等、検討すべき課題も残さ

れている。 
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【3-2】免疫去勢による国産豚国際競争力強化事業（宮崎大学） 

事業名 免疫去勢による国産豚国際競争力強化事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 宮崎大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

75,199 千円 

（75,161 千円） 

 

【事業概要】 

免疫去勢された豚の生産性、肉質と食味性などを明らかにするとともに、生産者と消費者のアニマル

ウエルフェア（AW）に対する認知度と理解度を高め、免疫去勢の普及及び免疫去勢豚由来の豚肉の流

通量を向上させることを目的とする事業。 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

① 免疫豚生産性調査 104 頭 免疫去勢豚及び外科的去勢豚に関する調査（枝肉形質、

生理、行動、腸管疾病、食味調査）を実施し、三元交配豚（Ｌ

ＷＤ）及びバークシャー種におけるそれぞれの差異を特定し

た。 

また、生産者及び消費者に対するアンケート調査により、

ＡＷに対する認知度は生産者に比べて消費者が劣ることが

判明した。 

② 免疫豚生理調査 44 頭 

③ 免疫豚行動調査 34 頭 

④ 免疫豚腸管疾病調査 112 件 

⑤ 免疫豚食味調査 10 回 

⑥ 免疫豚消費者調査 254 人 

 

【視点別評価】 

〔必要性〕 

『４』 

我が国では豚肉の雄臭が消費者に嫌悪されることなどから外科的去勢が一般的に

行われているが、豚の苦痛を伴う無麻酔による外科的去勢はＡＷの観点から問題視さ

れている。このため、ＡＷに対応する去勢方法として世界各国で利用されている免疫去

勢の我が国における普及可能性を検討するため、免疫去勢が肥育豚の生産性や肉
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【視点別評価】 

質、臭気成分などに与える影響を科学的に検証した本事業の必要性は高かった。 

〔効率性〕 

『３』 

事業の実施段階において、所要経費の節減合理化を図り、計画額よりも少ない経費

でほぼ予定どおりの成果をあげており妥当である。また、推進委員会において進捗状

況などが検討され、事業実施主体の各部署における弾力的な人員配置などによって効

率的に事業を遂行した。 

〔有効性〕 

『３』 

一般農場での実証試験により、品種により若干の違いはあるものの、免疫去勢豚の

生産性、肉質及び食味性は外科的去勢豚と大差がない一方、免疫去勢では枝肉の３

～４割が雄判定されること、また、バークシャー種では一部の個体で雄臭が残る等、普

及の妨げとなる課題があることを明らかにした。これらの知見は、免疫去勢の導入・普

及に係る今後の施策の検討に有益である。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ｂ 

我が国の養豚経営においては、子豚の離乳後に無麻酔の去勢手術が行われてお

り、ＡＷの観点から改善が求められている。 

本事業は、欧米で実施されている免疫去勢の我が国での普及の可能性について、

免疫去勢豚の生産性や肉質などに与える影響を調査するとともに、免疫去勢された

豚肉への消費者の理解を醸成するための活動を行うことを目的とした。 

本事業では、我が国で肥育豚の大部分を占めるＬＷＤ豚については免疫去勢と外

科的去勢豚の飼料効率、枝肉形質、行動及び腸管疾病状況並びに官能テストによる

食味に差がなかった。その一方で、肉質が優れているとされるバークシャー種では、

枝肉の背脂肪が薄く赤肉量が増すことが明らかになったが、官能テストで雄臭が問題

となるケースが見られた。また、アンケート調査の結果、ＡＷの認知度は、消費者で低

く生産者で高かったが、生産者は免疫去勢豚の生産には消極的であった。こうした結

果は、免疫去勢豚に関する多面的な調査によって得られた有用なデータであり評価で

きる。 

しかしながら、本事業では、市場での枝肉格付けで免疫去勢豚が雄と判定される割

合が高く、枝肉価格の下落が深刻な問題となることが判明したため、免疫去勢技術の

普及については更なる検証が必要である。 
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【3-3】牛白血病感染・発症抵抗性牛の指標開発事業（東京大学） 

事業名 
牛白血病感染・発症抵抗性牛の指標開発事

業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 東京大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

67,321 千円 

（67,320 千円） 

 

【事業概要】 

清浄農場での牛白血病ウイルス（BLV）未感染牛、感染農場での非感染牛、感染農場での感染牛

（低ウイルス）、同（高ウイルス）、感染農場での牛白血病（牛伝染性リンパ腫、EBL）発症牛に群分け

し、それぞれの血液中の網羅的遺伝子発現解析と遺伝子多型の特色を探索することで、牛白血病感

染や発症抵抗性に関与する遺伝子指標を探索・同定し、BLV に感染するが EBL の発症に抵抗性を示

す牛を育種学的に作出することを目的とする事業。 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

BLV感染・EBL発症抵抗牛選抜育種

のための指標となる因子を同定するた

めに、清浄農場の未感染牛、感染農場

の非感染牛、感染牛（低ウイルス牛

群、高ウイルス牛群）及び発症牛の 5

群の血液サンプルを活用しながら以下

の試験について実施した。 

このうち EBL 発症牛は 15 検体であ

った。 

なお、RNA-seq には 54 検体、GWAS

解析には 100 検体で実施した。 

 

① 感染・発症抵抗性遺伝子の探索試

験 

② SNP・近傍遺伝子探索試験 

③ 発症・感染抵抗性種雄牛の精査 

④ 感染・発症抵抗性牛群と遺伝子型

の決定試験 

国内のホルスタイン種の乳牛について、血液中の網羅的

遺伝子発現解析と遺伝子多型の特色を探索した結果、次の

4点を明らかにした。 

① TRPC3、SEZ6、GTSF、FOLR2、IGFBP2 の遺伝子が EBL

発症の指標遺伝子として抽出された。 

② B リンパ球の BLV 挿入部を標的にした BLV DNA-

capture-seq法を開発し、BLV感染B細胞のクローナリテ

ィ解析を行い、血中プロウイルス量の増加に伴ってクロー

ナリティが高くなることを見出した。 

③ ゲノムワイド相関解析（GWAS）により、第 7染色体の標的

遺伝子としてチロシンフォスファターゼレセプタータイプ D

（PTPRD)を見出し、PTPRD近傍のA→ CのSNP置換が

プロウイルス量の有意な低下を引き起こすことを見出し

た。 

④ 牛個体識別番号から血統情報、家畜検査情報、と畜検査

情報を統合し 10 年間の追跡調査により、BLV 感染する

が EBL 発症しない Sire を 3 系統同定した。 
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【視点別評価】 

〔必要性〕 

『５』 

EBL 発症牛が年々増え続けており、本病に対する根本的な対策法が確立されていな

い中で、本事業は、農場のウイルス浸潤状況や感染状況の異なる 5 群の牛について、

ウイルス量に相関する遺伝子領域を特定し、各群での特異的な遺伝子発現、ゲノム変

異、修飾情報等を明らかにすることで、家畜が元々持っている BLV 感染抵抗性又は

EBL 発症抵抗性に関連する遺伝子指標を明らかにする新しい試みとなっている。 

〔効率性〕 

『３』 

助成対象経費の節減合理化を図り、当初計画額どおりの助成金額にて、予定どおり

の成果を達成した。 

また、指標開発推進委員会との連絡を密にした事業実施を行うとともに、推進検討委

員会において進捗状況と成果を報告の上、指摘事項をその後の事業計画の改善に役

立てることにより、効率的に事業を遂行した。 

〔有効性〕 

『４』 

感染及び発症の区分が異なる 5 つの牛群について網羅的遺伝子解析を行い、発症

の指標となる遺伝子群を同定するともに、新たな発症診断法の開発に資する感染 B 細

胞のクローナリティ解析法を考案した。 

また、血統情報、家畜検査情報、と畜検査情報の追跡調査により BLV 感染はするが

EBL 発症はしない 3系統を同定した。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ａ 

近年、BLV 感染に起因する EBL 発症牛が増え続けており、酪農経営に及ぼす損害

は甚大である。 

本事業は、BLV 感染抵抗性及び EBL 発症抵抗性牛を育種することを最終目標とし

て、これら抵抗性に関与する遺伝子群を探索、決定することを目的とした。 

本事業では、発症牛を識別できる遺伝子群（5 種）を同定し、発症には血中プロウイ

ルス量の増加と B 細胞のクローナリティの単一化が正の相関を示すことを実証し、発

症牛診断の基盤を構築できたことは高く評価できる。さらに、抵抗性に関与する可能

性が高い標的遺伝子を世界で初めて見い出したことも評価できる。 

また、血統情報、家畜検査情報、と畜検査情報の追跡調査により BLV 感染はする

が EBL 発症はしない 3系統を同定しており、今後、本研究で得られた知見との整合性

などを検証することにより、抵抗性育種への新たな手法の開発が期待される。 
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【3-4】牛肉のおいしさ評価技術高度化研究開発事業（家畜改良事業団） 

事業名 
牛肉のおいしさ評価技術高度化研究開発事

業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
一般社団法人 家畜改良事業団 

事業費総額 

(うち助成総額) 

82,557 千円 

（60,586 千円） 

 

【事業概要】 

牛肉の成分分析値に基づくおいしさ総合評価指標について、新規測定原理に基づく効率的な分析手

法を導入するとともに、高度な統計手法により、測定の効率化、測定項目の絞込み及び推定方法の改

善を行い、さらに、食肉処理場で採取した血統情報を持つ個体の肉試料からのデータを蓄積し、育種

改良への活用法等の研究開発を行うことにより育種改良への応用を図ることを目的とする事業。 

 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

① 従来法・新規手法での牛肉の成

分測定 

211 検体 ① 多成分を簡単な操作で測定できる近赤外線測

定（ＮＩＲ）、核磁気共鳴（ＮＭＲ）を活用し、現状
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【事業実績】 【事業成果】 

② 分析型官能評価 211 検体 よりも多検体の処理が可能となる測定法を開発

した。 

② 機械学習の手法を取り入れ、改善したおいしさ

総合評価指標算出法を構築した。 

③ 血統の明らかな 900 頭について、成分分析の

結果からおいしさ総合評価の 3要素である 3 つ

の知覚特性（食感、味、におい）を推定したデー

タと血統情報を用いて、各知覚特性の遺伝パラ

メータを推定した。 

③ 専門家（5名）の食味評価 211 検体 

④ リブロースの僧帽筋部位の測定 210 検体 

⑤ 遺伝パラメータ推定用血統情報

を持つ個体の成分分析 

900 検体 

⑥ 学会での成果発表 3回 

講演要旨受理 2回 

 

 

【視点別評価】 

〔必要性〕 

『４』 

輸出の拡大が期待されている国産牛肉の銘柄を強化するため、おいしさに着目した

牛肉の評価指標の確立が求められている。 

本事業は、先行研究で開発した成分分析値に基づく“おいしさ総合指標”について、

育種改良への応用を念頭に、最新の分析機器による成分分析の効率化、機械学習の

手法を取り入れた食味相関成分の検索等により、成分の絞り込みと知覚特性値推定方

法の改善を目指したものであり、事業実施の必要性は高く、内容的にも先進性が認め

られる。 

〔効率性〕 

『３』 

事業の実施段階において、所要経費の節減合理化を図り、ほぼ当初の計画どおりの

事業費で成果を上げている。 

〔有効性〕 

『５』 

当初に設定されたおいしさ総合評価指標の算出に必要な各成分について多検体処

理が可能な測定方法の開発、おいしさ総合評価指標の算出方法の改善及びおいしさ総

合評価の遺伝パラメータの推定を計画どおり達成している。特に、分析型官能評価推

定法の効率化事業においては、これまで測定できなかった乳酸などの新たな成分値が

ＮＭＲによって測定が可能となり、また、ＮＩＲ及びＮＭＲの生データを用いて 12 項目の

分析型官能評価をダイレクトに予測できる可能性を示しており、これらは目標を上回る

成果であった。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ａ 

本事業は、前事業で開発した「食感」、「味」及び「におい」の 3 つの知覚特性から成

るおいしさ総合評価指標について、効率的な分析手法や高度な統計手法の導入によ

って測定の簡易化と推定方法の改善を行い、育種改良への活用を可能とすることを

目的とした。 

本事業では、ＮＩＲ及びＮＭＲを用いた簡易な測定法を開発するとともに、分析型官

能評価の予測に必要な成分数を削減した計算式を開発し、その計算式を用いておい

しさ総合評価の 3 つの知覚特性の遺伝パラメータを推定したことは高く評価できる。ま

た、ＮＩＲ及びＮＭＲの測定値から柔らかさや多汁性など 12 項目の官能評価値を直接

推定できる可能性も示された。 

今後は、個々の種雄牛情報においしさの遺伝情報を加え、生産者を始めとした関係

者が幅広く利用できるよう一層の研究開発を期待する。 

また、輸出戦略を考える上では、ターゲットとなる海外の消費者の嗜好性に基づい

た育種改良も考慮する必要があるのかについて検証が望まれる。 
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４．書面評価結果 
 

令和 2 年度終了事業のうち次の 6件について書面評価を実施しました。 

① アジア地域臨床獣医師等総合研修事業（公益社団法人 日本獣医師会） 

② 国産食肉理解醸成食育推進事業（全国食肉事業協同組合連合会） 

③ 馬飼養農場における飼養管理技術革新事業（国立大学法人 鹿児島大学） 

④ 豚の抗病性向上手法開発事業（国立大学法人 東北大学） 

⑤ 乳用牛供用期間延長のための新規技術開発事業（学校法人 東京農業大学） 

⑥ 製紙副産物を活用した馬関節炎治療薬の開発事業（国立大学法人 北海道大学） 

 

注釈 【総合評価】における評価基準は、34 ページの 6．（1）②ロ．参照。 

 

 

【4-1】アジア地域臨床獣医師等総合研修事業（日本獣医師会） 

事業名 アジア地域臨床獣医師等総合研修事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
公益社団法人 日本獣医師会 

事業費総額 

(うち助成総額) 

235,115 千円 

（220,577 千円） 

 

【事業概要】 

口蹄疫等の越境性感染症や人獣共通感染症が常在化しているアジア諸国で、家畜の診療・防疫業

務に従事する臨床獣医師等を我が国に招聘し、獣医系大学等において先端的知識・技術を含む臨床

業務等を修得させることにより、自国の家畜衛生の向上及び我が国への越境性感染症等の侵入防止

を図ることを目的とする事業。 

 
日獣会誌 73 298～299（2020）より抜粋 宮崎日日新聞（2020 年 2月 24 日） 
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【事業実績】 【事業成果】 

アジア地域において産業動物臨

床及び防疫の業務に従事する獣医

師を対象とした獣医学系大学にお

ける総合研修の受講修了者 

16 人 平成 31 年度に 16 名が 1年間の研修を修了した。 

令和 2 年度に 16 名の研修生招聘を計画していた

が、新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、

やむなく同年度の研修催行を中止した。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

B 

近年における越境性感染症の続発と世界的な関心の高まりを受け、国際協調によ

る広域的な獣医サービス能力の向上が喫緊の課題となっている。 

本事業は、アジア獣医師会連合加盟国で家畜診療・防疫業務に従事する臨床獣医

師等を我が国に招聘し、獣医系大学等の受け入れ機関での研修を通して臨床業務等

の能力を高めることにより、地域の家畜生産・家畜衛生の向上及び我が国への越境

性感染症の侵入防止を図ることを目的としている。 

新型コロナウイルス感染症の流行による計画変更で研修生の受け入れは当初目

標の半数に止まったが、各研修生の職務内容や個別の研究課題等に則して配属先を

決めるとともに、研修で習得した知識・技術を獣医学関連の学術誌に論文又は報告と

して執筆させるなど、研修プログラムの質の確保に配慮した運営が行われており、そ

の実績は十分評価できる。 

なお、人材養成に重きを置く本事業の特質を踏まえると、帰国後のフォローアップ等

による成果の検証が望まれる。 

 

 

 

【4-2】国産食肉理解醸成食育推進事業（全国食肉事業協同組合連合会） 

事業名 国産食肉理解醸成食育推進事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
全国食肉事業協同組合連合会 

事業費総額 

(うち助成総額) 

191,018 千円 

（173,806 千円） 

 

【事業概要】 

国産食肉の安全性、健康面の効用等に関する理解醸成を図る資料・教材を作成するとともに、食肉

の栄養・機能性からみた健康面への効用、食肉事業者における HACCP 手法の導入に向けた衛生管

理や被災地食肉の安全確保や復興への取組等について一般消費者の理解を図り、さらに「命の大切

さ」、「命をいただくことの大切さ」等の情操を高めることにより、食肉生産の理解の醸成と国産食肉の需

要拡大に資することを目的とする事業。 
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【事業概要】 

 
おにくらぶプレスリリース（2021 年 3 月 29 日） 

 

シールブック【表紙】 

 

シールブック【いただきます、ごちそうさまの意味は】 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

出前講座、研修会開催回数 28 回 全国で、「国産食肉に対し安心安全である」というこ

との周知を図るため、出前講座、研修会を 28 回開催

し、同時に実施したアンケート調査では、1,089 枚のア

ンケート結果を回収した。調査の結果、82％の者が国

産食肉は安心安全と感じるという回答が得られた。 

アンケート調査 1,089 枚 

食育料理セミナー開催回数 29 回 

体験交流会開催回数 8 回 

農業祭開催回数 10 回 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

B 

近年の食肉の安全性への不安感や食肉自体に対する忌避感が存在する中で、国

産食肉に関する国民の理解醸成を図ることは喫緊の課題である。また、国産食肉の

消費拡大を図るには、生産から食卓まで国産食肉の流通過程を国民に広く知ってもら

い、その安全・安心性への信頼を高めることが必要である。 

本事業では、国産食肉の理解を深めるための資料、教材を作成するとともに、出前

講座・研修会、食育料理セミナー等の開催を通じ、学童を始め一般消費者の理解を醸

成することを目的とした。 

本事業の出前講座、研修会等の開催や多様な食育教材・普及資材の作成等による

取組は、食肉への理解醸成を図る上で、一定の役割を果たしたと考える。 

特にコロナ禍にあって、当初予定した会合型イベント等の実施が困難になる中で、

代わりに分かりやすく有用な食育教材を作成するなど、柔軟な対応は高く評価でき

る。 

理解醸成活動は、一朝一夕には成し遂げることはできないことから、今後は、作成
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【総合評価】 【評価委員会の意見】 

した教材を活用した食育活動に地道に取り組むとともに、学校教育との連携や高齢者

を対象とした啓発にも期待する。 

 

 

 

【4-3】馬飼養農場における飼養管理技術革新事業（鹿児島大学） 

事業名 馬飼養農場における飼養管理技術革新事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 鹿児島大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

119,537 千円 

（119,455 千円） 

 

【事業概要】 

馬飼養者の分娩監視日数を大幅に縮減するため、馬生産牧場の馬房に非侵襲的分娩監視システ

ム（暗視カメラ、熱検知カメラ、PC 等）を設置し、リアルタイムで人工知能（AI）が非侵襲的に分娩（陣痛）

を検知及び通知するシステムの研究開発を行うことにより、馬飼養者の繁殖シーズン中における過酷

な労働環境の改善を図ることを目的とする事業。 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

研究対象馬 138 頭 研究対象馬 138 頭の分娩時の動画を取得し、

31 台の熱画像取得用カメラを馬房に設置し、4 回

の聞き取り調査を行い、情報通信技術（ICT）及び

AI 技術を応用した非侵襲的分娩監視システムを

開発した。 

熱画像取得用カメラ等の設置 31 台 

分娩監視日数、分娩予測通知回数及び

分娩の有無に関する調査 

4 回 
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【総合評価】 【評価委員会の意見】 

B 

馬生産牧場における繁殖シーズンには連日昼夜に亘る分娩監視が常態化してお

り、過酷な労働環境の改善が求められている。 

本事業は、馬飼養者の分娩監視日数を大幅に縮減することで労働環境を改善する

ことを目的とした。 

本事業では、馬生産牧場の馬房に暗視カメラ、熱検知カメラを設置し、AI がリアルタ

イムで非侵襲的に監視することで、分娩に関連した陣痛を通知するシステムを開発し

ており、多労を強いられる馬の分娩監視作業の軽労化を図ることができる有効なツー

ルと言える。 

しかし、誤検知が多く、実用化には至らなかったことは残念な結果であり、実用化に

向けてさらなるデータ収集、AI の精度向上が待たれる。 

 

 

 

【4-4】豚の抗病性向上手法開発事業（東北大学） 

事業名 豚の抗病性向上手法開発事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 東北大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

78,699 千円 

（77,798 千円） 

 

【事業概要】 

豚の抗病性向上に寄与することが想定される DNA マーカー、免疫機能を向上させる飼料添加資材

の活用及び飼養衛生管理の徹底による抗病性の向上が国内の豚群における疾病抵抗性や生産性に

及ぼす実際の効果を検証し、その効果を明らかにすることにより、養豚における動物用抗菌剤に依存

しない抗病性向上手法を確立することを目的とする事業。 

 

 

 

シンポジウム第 15 回畜産 NWセミナー 

 

【事業実績】 【事業成果】 

抗病性改善効果が実際の飼養集団で検証

された DNA マーカー 

2 個 抗病性改善において NOD1・NOD2 遺伝子中

のマーカー合計 2 個の有用性を確認し、腸内環

境改善におけるTLR5の有用性も期待されること

を明らかにした。 

さらに、ワカメ残渣の給与は子豚の腸内環境

を整えるとともに、パターン認識受容体の機能向

抗病性改善に有用性の高い飼料添加資材 1 個 

豚抗病性向上に関する成果普及を加速化

するためのシンポジウム開催 

1 件 
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【事業実績】 【事業成果】 

上型において、自然免疫機能を強化し離乳後の

抗病性向上に貢献することを明らかにした。 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ａ 

本事業は、養豚経営における生産コストと抗菌剤使用量の削減のため、育種改良

による抗病性向上とワカメ残渣給与による免疫機能の向上を目的とした。 

抗病性育種のためには、抗病性に寄与すると考えられる DNA マーカーを検証し、2

個のマーカーの有用性を明らかにした。併せて、ワカメ残渣の給与が子豚の腸内環境

を整え、免疫機能を高めることも明らかにした。また、これらの実用化による経営改善

効果を具体的に試算し提示した。 

養豚における疾病対策は経営を左右する極めて重要な要因であり、抗病性育種が

強く求められてきたが、これまで顕著な成果は得られていない。本事業におけるゲノム

研究は、豚の抗病性育種への新たなアプローチとなる可能性があり、高く評価でき

る。また、ワカメ残渣については、実用化に近い技術開発として評価できるが、これま

でに報告されている他の免疫機能増強添加物との比較を検討されたい。 

 

 

 

【4-5】乳用牛供用期間延長のための新規技術開発事業（東京農業大学） 

事業名 
乳用牛供用期間延長のための新規技術開発

事業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
学校法人 東京農業大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

80,610 千円 

（75,750 千円） 

 

【事業概要】 

乳用牛の体外受精胚や単為発生胚を利用した高度追い移植技術を開発し、酪農経営における長期

不受胎牛の救済と利用を促進することにより、供用期間の延長及び生乳生産量の確保を図るとともに

乳用後継牛の生産に寄与することを目的とする事業。 

 

AI：人工授精 

IVF：体外受精胚移植 

PA：単為発生胚移植 

sham：無処理 
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【事業実績】 【事業成果】 

長期不受胎牛の大規模調査 25,659 頭 体外受精胚の追い移植による受胎率改善効果の検証

については、未経産・経産牛で効果を検証し、有効性を確

認した。 

一方、単為発生胚を利用した追い移植については、体

外受精胚追い移植を上回る受胎率向上効果の確認には

至らなかったが、多胎妊娠のリスクがないことを明らかに

した。 

また、長期不受胎牛の繁殖・生理を解明するためのメタ

ボローム解析や子宮の網羅的遺伝子発現解析で、腸内

環境が子宮環境に影響を及ぼしている可能性が示唆され

た。 

追い移植効果検証 177 頭 

単為発生胚利用追い移植効

果検証 

206 頭 

乳用牛受胎率向上検証 120 頭 

高度追い移植技術普及促進 9 回 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

B 

酪農経営において長期不受胎牛が増加し、大きな経済的損失を与えており空胎期

間の延長を回避する技術開発が求められている。 

本事業は、長期不受胎牛に対する体外受精胚の追い移植による受胎率改善効果

の検証及び多胎妊娠のリスクを回避する新たな追い移植技術の開発を目的とした。 

本事業では、体外受精胚及び単為発生胚を用いて追い移植の効果を検証し、体外

受精胚では十分な受胎率改善効果が期待できるが多胎妊娠のリスクがあること、一

方、単為発生胚では受胎率改善効果は若干低いものの多胎妊娠が回避できること等

を明らかにした。これらの成果は本技術の実用可能性を示すものであり、評価できる。 

また、長期不受胎牛の血液、子宮液等の代謝プロファイル解析及び子宮の網羅的

遺伝子発現の解析から、腸内環境が子宮環境に影響する可能性があること、追い移

植の受胎率改善効果には移植胚由来のインターフェロンタウが関係すること、体外受

精胚と単為発生胚では妊娠成立に関与する複数の因子の発現動態が異なること等を

明らかにした。これらの知見は、単為発生胚の受胎促進作用を高める技術の開発に

役立つものであり、今後の発展が期待できる。 

 

 

 

【4-6】製紙副産物を活用した馬関節炎治療薬の開発事業（北海道大学） 

事業名 
製紙副産物を活用した馬関節炎治療薬の開

発事業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 北海道大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

70,136 千円 

（70,136 千円） 

 

【事業概要】 

高価格の原料から抽出・合成されて関節炎治療薬として製造されているポリ硫酸ペントサン（PPS）を

国内の製紙業で廃棄されてきたヘミセルロースから低コストで抽出・合成し、その PPS（新規 PPS）の馬

関節炎に対する治療薬として有効性・安全性を確立することを目的とする事業。 
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【事業概要】 

 

 

【事業実績】 【事業成果】 

学識経験者からなる馬関節炎

治療薬の開発推進 

・委員会：9 回 

・シンポジウム： 

2 回 

シンポジウムにおいて本事業成果の公表と普

及を行い、将来の製品化への協力体制を構築し

た。 

新規 PPS の抗炎症効果、軟骨分化調節効果

及びヘプシジンとの干渉作用を解明した上で、

関節炎症状改善効果、関節保護効果及び安全

性が確認できた。さらに、関節鏡手術に関連した

関節腫脹の抑制効果も確認できた。 

培養軟骨細胞を用いた in vitro

試験による新規 PPS の関節軟

骨効果判定 

・対象新規 PPS： 

5 種類 

モンゴルにおける大規模臨床

試験 

・回数：4回 

・頭数：158 頭 

国内で飼養される関節疾患罹

患軽種馬に対する投与試験 

・頭数：83 頭 

 

【総合評価】 【評価委員会の意見】 

Ａ 

本事業では、関節治療薬として使用されているPPSを、国内の製紙業で廃棄されて

いるヘミセルロースから低コストで抽出・合成し、馬関節炎の治療薬としての有効性と

安全性を確認することを目的とした。 

新たに製造した PPS の有効性を判定するため、その作用機序を明らかにする in 

vitro 実験系を開発したことは高く評価できる。 

また、臨床試験としての馬への投与は、新型コロナの影響で国内での試験が制約

されたため、国内での試験とともにモンゴルで大規模な試験を実施し、治療効果を明

らかにした。 

今後は、他の家畜への利用も視野に入れて、残留問題等の安全性をさらに確認し

製品化することを期待する。 
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５．事例紹介 
 

令和 2 年度終了事業のうち『令和 3 年度 JRA 畜産振興事業に関する調査研究発表会※』（主催：公

益財団法人 全国競馬・畜産振興会）で発表した 5事業のうち次の 4件について紹介します。 

 

① 畜産現場における障がい者雇用促進支援事業（公益社団法人 中央畜産会） 

② 飼料生産におけるツマジロクサヨトウ対策事業（国立大学法人 宮崎大学） 

③ 豚枝肉脂質判定技術開発調査事業（公益社団法人 日本食肉格付協会） 

④ 精子発現遺伝子による雌雄産み分け法開発事業（国立大学法人 広島大学） 

 

なお、「牛白血病感染・発症抵抗性牛の指標開発事業（国立大学法人 東京大学）」も発表対象ですが、

当該事業はヒアリング評価の対象であるため、事業内容は『３．ヒアリング評価結果』をご覧ください。 

 

※ 発表会について、本年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からWeb で開催。 

 また、発表会の資料につきましては、以下のサイトでご覧いただくことができます。 

【公益財団法人 全国競馬・畜産振興会ホームページ】 

http://www.jrl.jrao.ne.jp/html/news.html 

 

 

 

【5-1】畜産現場における障がい者雇用促進支援事業（中央畜産会） 

事業名 
畜産現場における障がい者雇用促進支援事

業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
公益社団法人 中央畜産会 

事業費総額 

(うち助成総額) 

48,527 千円 

（48,527 千円） 

 

【事業概要】 

畜産経営者の障がい者雇用に関する意識改革を図る手段として、経営の社会的役割としての障が

い者雇用の意義の周知、障がい者の受け入れ、福祉制度の活用、労働環境の整備等を内容とした研

修会を開催することにより、障がい者の就労機会拡大や支援の面での畜産が果たす社会貢献に資す

ることを目的とする事業。 

 
障がい者を直接雇用する牧場での現地調査 

 
研修会の様子 

 

http://www.jrl.jrao.ne.jp/html/news.html
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【事業実績】 

研修会の開催（7 回）及びテキストの作成・配布（1,107 部）、ライブ配信による全国シンポジウムの開

催及び DVDの作成（1 式）、障がい者雇用等の優良事例の映像資料の作成（6 式）並びにマッチングサ

ポート活動取りまとめの 500 部作成・送付（500 部）を実施し、3 年間で 4 県（青森県・埼玉県・徳島県・

長崎県）7経営体において直接雇用を実現させた。 

 

 

 

【5-2】飼料生産におけるツマジロクサヨトウ対策事業（宮崎大学） 

事業名 
飼料生産におけるツマジロクサヨトウ対策事

業 
事業実施期間 

平成 31 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 宮崎大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

40,697 千円 

（40,197 千円） 

 

【事業概要】 

害虫ツマジロクサヨトウに関する海外情報や国内の被害実態などの緊急調査の結果や飼料生産に

おける本害虫の効果的防除法などの必要な知見を収集・整理した防除飼料生産マニュアルを作成して

農業現場に提供することにより、本害虫を効果的に防除し、安心・安定的な飼料生産の実現を図ること

を目的とする事業。 

ツマジロクサヨトウ防除飼料生産マニュアル（改訂二版）表紙 生産者向けポスター（改訂版）その１ 

生産者向けポスター（改訂版）その２ 生産者向けポスター（改訂版）その３ 
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【事業実績】 

ツマジロクサヨトウ防除飼料生産マニュアル（第 1 版）及び生産者向けポスター3 種を全国 157 事業

所に各 816 部配布し、宮崎大学農学部 HPに Web 掲載した（令和元年度）。 

ツマジロクサヨトウ防除飼料生産マニュアル（改訂版）を、全国 788 事業所に合計 4,183 部配布し、生

産者向けポスターも改訂の上、宮崎大学農学部 HP に Web 掲載した（令和 2年度）。 

宮崎大学内会場とオンラインによるハイブリッド形式により国内シンポジウムを開催し、42 名の参加

者を得て、飼料生産におけるツマジロクサヨトウの防除技術等を畜産関係者に周知した。 

 

 

 

【5-3】豚枝肉脂質判定技術開発調査事業（日本食肉格付協会） 

事業名 豚枝肉脂質判定技術開発調査事業 事業実施期間 
平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
公益社団法人 日本食肉格付協会 

事業費総額 

(うち助成総額) 

25,076 千円 

（22,655 千円） 

 

【事業概要】 

豚肉の各種脂肪酸の含有率を非破壊で簡易に測定できる食肉脂質測定装置の実用的な検量線を

作成するとともに、枝肉の脂肪の質と肉質及び食味の関連を理化学分析及び食味試験により解析し、

豚枝肉段階で脂肪の質をより客観的・科学的に評価して、その情報を生産者に還元する体制の構築を

通じて肉質向上のための取組を支援し、国産豚肉の品質における優位性を確保することにより、我が

国の養豚の国際競争力の強化に資することを目的とする事業。 
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【事業実績】 

食肉脂質測定装置により豚枝肉段階でオレイン酸等の脂肪酸を測定部位や枝肉の温度条件にかか

わらず（と畜直後の温と体でも）高い精度で測定できる実用的な検量線を作成した。 

脂肪の質と肉質及び食味の関係の解析により、風味とこれに関わる脂肪酸の関係についての知見

を得て、実用的な検量線の開発により豚枝肉段階で脂肪酸組成の非破壊での計測が可能となった。 

 

 

 

【5-4】精子発現遺伝子による雌雄産み分け法開発事業（広島大学） 

事業名 
精子発現遺伝子による雌雄産み分け法開発

事業 
事業実施期間 

平成 30 年度～ 

令和 2年度 

事業実施 

主体 
国立大学法人 広島大学 

事業費総額 

(うち助成総額) 

95,213 千円 

（95,040 千円） 

 

【事業概要】 

マウスをモデルに開発した雌雄産み分け技術をウシ及びブタ精子へと適応し、簡便なウシ体外受精

による雌雄産み分け技術及び実用化可能な人工授精によるブタの雌雄産み分け法を開発することに

より、家畜の生産数の増加及び生産効率の改善に寄与することを目的とする事業。 

イメージ図 朝日新聞（2019 年 8 月 14 日 朝刊） 

 

【事業実績】 

ブタとウシのX/Y分離溶液と回収デバイス、人工授精用の運動回復液を開発した。ブタ精子では80%

以上の分離効率を達成し、人工授精試験で通常法と同等の繁殖成績を得ることに成功した。ウシ精子

では、複数機関における体外受精で 90%以上の偏向率を達成し、100 頭以上の移植試験を実施した。 
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６．ＪＲＡ畜産振興事業評価方法等 
 

（1）令和 2年度終了事業に係る評価について 
 

① 評価の実施方法 
事業評価の実施方法は以下の通りとする。 

 

イ．自己評価 

事業終了後、日本中央競馬会が定める様式（自己評価結果等報告書）に基づき、事業の実施主

体が自ら評価を実施する。 

 

ロ．事後評価 

A．ヒアリング評価 

研究開発を主たる目的とする事業であって、畜産振興事業評価委員会が選定した事業につい

て、事業の実施主体から直接ヒアリングを行い評価する。 

Ｂ．書面評価 

Ａのヒアリング評価の対象とならなかった事業のうち畜産振興事業評価委員会が選定した事

業について、事業の実施主体が提出した自己評価結果等報告書等に基づき評価する。 

Ｃ．全体評価 

Ａ、Ｂを含めた令和 2 年度終了事業について、自己評価結果等報告書の総合評価等の実績

をとりまとめて、総括的なコメントを付すことにより評価を実施する。 

 

② 評価項目及び評価基準 
 

イ．視点別評価 

 評価項目 評価基準 

必
要
性 

必要性・緊急性 
各評価項目について、 

以下の５段階で評価 

 

５：非常に高い 

４：高い 

３：標準 

２：やや低い 

１：低い 

国の施策との関連 

新規性・先導性（研究開発事業） 

効
率
性 

投入した資源の妥当性 

事業計画・実施体制の妥当性 

有
効
性 

事業の達成度 

事業成果の普及性・波及性 

 

ロ．総合評価 

視点別評価を踏まえ、以下の 5段階で総合的な評価を行う（Ｂを標準とする）。 

評価項目 評価基準 

総合評価 

Ｓ：視点別評価から見て、非常に高い成果をあげたものと認められる 

Ａ：視点別評価から見て、高い成果をあげたものと認められる 

Ｂ：視点別評価から見て、相応の成果をあげたものと認められる 

Ｃ：視点別評価から見て、一定の成果をあげたものと認められるものの、

物足りない面があった 

Ｄ：視点別評価から見て、成果をあげたとは言い難い 
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③ 畜産振興事業評価委員会 
イ．畜産振興事業評価委員会は、事後評価について検証を行い、その内容について意見を述べる。 

ロ．評価の公平・公正を確保するため、委員がヒアリング評価の対象団体の運営に関わるなど利

害関係者に該当すると判断した場合には、委員は当該団体のヒアリング評価を実施しない。 

ハ．委員は、評価を行う際に知りえた情報を第三者に漏らしてはならない。 

 

④ 評価結果の公表等 
日本中央競馬会理事長は、畜産振興事業の透明性を確保するため、評価結果に加え採択実績

や交付実績等をとりまとめて事業評価報告書を作成し、ホームページなどで公表するとともに、畜

産振興事業の運用の改善や予算の配分、評価方法の改善等に活用する。 

 

（2）令和 3年度 評価委員会 開催実績 

【第一回評価委員会（Web）】 

令和 3年 7月 29 日（木） 

令和 3 年度採択事業についてヒアリングを行い、ヒアリ

ング評価対象事業を決定。 

【第二回評価委員会（Web）】 

令和 3年 9月 28 日（火） 

令和 2 年度に終了するヒアリング評価対象事業につい

てヒアリングを行うとともに、書面評価対象事業を決定。 

【第三回評価委員会】 

令和 3年 12 月 3日（金） 

ヒアリング評価及び書面評価の実施、事業評価報告書

の内容について審議。 
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７．関係法令等 

（1）日本中央競馬会法（昭和 29 年 7 月 1 日 法律第 205 号）抜粋 
（業務の範囲） 

第１９条 競馬会は、第１条に掲げる目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

４ 競馬会は、第１項及び第２項に掲げる業務のほか、農林水産省令で定めるところにより、あら

かじめ農林水産大臣の認可を受けて、次に掲げる事業（第３６条第１項において「畜産振興事業

等」という。）であつて農林水産省令で定めるものについて助成することを業務とする法人に対

し、当該助成に必要な資金の全部又は一部に充てるため、交付金を交付する業務（これに附帯す

る業務を含む。）を行うことができる。 

（2）日本中央競馬会法施行規則（昭和 29 年 9 月 13 日 農林省令第 56 号）抜粋 
（畜産振興事業等） 

第２条の７ 法第 19 条第４項の農林水産省令で定める事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

(1) 畜産の経営又は技術の指導の事業 

(2) 肉用牛の生産の合理化のための事業 

(3) 生乳の生産の合理化のための事業 

(4) 家畜衛生の向上のための事業 

(5) 畜産の技術の研究開発に係る事業 

(6) 畜産に係る公害の防止及び自然環境の保全のための事業 

(7) 次に掲げる事業であって、畜産の振興に資すると認められるもの 

イ 農村地域における良好な生活環境の確保を図るための事業 

ロ 農業経営の近代化を図るための事業 

ハ 農村地域における安定的な就業の促進を図るための事業 

ニ 農林水産業に関する技術の研究開発に係る事業 

ホ 農林水産業に係る公害の防止及び自然環境の保全を図るための事業 

（3）ＪＲＡの基本方針 ～ＪＲＡは、毎週走り続けます。～ 
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〔参考〕 
 

８．令和 4年度 日本中央競馬会畜産振興事業 公募要領（概要） 
 

【事業概要】 

令和 4年度においては、日本中央競馬会法第 19条第４項の規定に基づき、国の畜産振興諸施策を補

完し、総合的な観点から畜産振興が図られるよう、民間の事業主体による畜産の振興に資するための事

業の実施を助長する事業について、日本中央競馬会が事業費を助成します。 

 

【公募テーマ】 

公募する事業テーマ うち重点的に対応する事項 

 

１．畜産物の生産・流通対策 

 

１．輸出拡大のための対策 

２．自給飼料の生産・利用の促進 
２．「みどりの食料システム戦略」※の取組に向けた

畜産のための対策 

３．労働力・担い手の確保（特定の地域

における担い手の確保を含む。） 
３．収益性の高い経営の育成のための対策 

４．経営改善の助長・支援 
４．経営を支える労働力や次世代の人材の確保の

ための対策 

５．多様な形質の家畜改良と効率的な

飼養管理技術の普及 
５．家畜排せつ物の適正な管理のための対策 

６．畜産に係る環境問題の対策 ６．需要に応じた畜産物の生産・供給のための対策 

７．家畜衛生の向上のための対策 

７．重要な家畜疾病（口蹄疫、鳥インフルエンザ、豚

熱、アフリカ豚熱、馬インフルエンザ等）の防疫関

連のための対策 

８．その他畜産振興に資するもの 

8．激甚災害（東日本大震災においては東京電力福

島第一原子力発電所事故を含む。）による被災地

の畜産振興に向けた畜産関連復興のための対策 

※ 令和 3年 5月 農林水産省策定 

 

【応募者の要件】 

応募できる者（応募者） 

 

農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、

森林組合、森林組合連合会その他農林漁業者を構成員とする団体 

事業協同組合 

公益社団法人又は公益財団法人 

一般社団法人又は一般財団法人 

高等学校、高等専門学校又は大学（大学共同利用機関を含む。） 

社会福祉法人 

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

その他ＪＲＡ理事長が特に認める民間団体 
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応募者が満たすべき条件 

 

１．畜産振興事業を行う意思及び具体的計画並びに畜産振興事業を適確に実

施し、自ら評価できる能力を有すること。 

２．組織、運営についての規約、代表者の定めがあり、経理その他の事務につ

いて、適切な管理及び処理能力を有していること。 

３．畜産振興事業により得られた成果について、事業実施主体は公益の利用

に供することとし、かつ、その普及に努めること。 

４．国の補助金等において、不正な使用、不正な受給若しくは不正行為を行っ

たとして、令和３年度に補助金等の返還命令を受けていないこと、又は令和

４年度の研究費への応募若しくは参加の停止を受けていないこと。 

５．同一事業について国、地方公共団体等からの補助※を受けていないこと。 

６．日本国内に所在し、事業全体及び交付された助成金の適正な執行に関し

責任をもつことができること。 

※ 「国又は地方公共団体等からの補助」には、文部科学省等が実施する科学研

究費助成事業等を含む。 

 

【助成金の補助率及び上限】 

区分 補助率 上限 

【通常案件】   

公募する事業テーマに該当する案件 

（重点対応案件に該当するものを除く。） 
8／10 以内 4 千万円 

 うち少額案件 9／10 以内 4 百万円 

【重点対応案件】   

公募する事業テーマのうち 

重点的に対応する事項に該当する案件 

理事長が 

別に定める率 
4 千万円 

1. 補助率は、助成対象経費のうち助成金額の占める割合。 

2. 上限は、単年度当たりの助成金の上限金額。ただし、重点対応案件のうち、全国的に事業

を実施する必要があり、かつ、公共性及び公益性の高い事業として理事長が特に認めるも

のはこの限りでない。 

3. 高等学校、高等専門学校及び大学（大学共同利用機関を含む。）が応募者として行う畜産

振興事業の補助率は「理事長が別に定める率」とする。 

4. 取得金額が 50 万円（消費税を含む。）以上の備品費、機械・施設等の整備費（固定資産と

して管理するソフトウエア開発費を含む。）の補助率については、原則として「5／10 以内」と

する。 

5. 複数年度にわたる事業については、初年度に総額と各年度の助成額を決定する。ただし、

次年度以降は、事業の進捗状況を確認した上で、助成額を変更することがある。 
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【助成対象経費の範囲】 

区分 対象経費 

直接経費 

委員謝金、調査協力謝金、講師謝金、原稿料、旅費、会場借料、印刷・製本費、通信運搬

費、賃借料、備品費、消耗品費、役務費、機械・施設の整備費、資産の取得費、管理諸費、

賃金、技術指導事務費、事業促進費、共同実施費、委託費、事務諸費 

間接経費 研究施設維持運営費 

 

【公募期間】 

令和３年１０月２７日（水）～１２月１６日（木） 正午必着 

 

【応募方法】 

1. 公募要領、応募書類様式をＪＲＡホームページからダウンロードし、応募書類を作成。 

2. 公募期間内（締切厳守）に公益財団法人 全国競馬・畜産振興会まで郵送又は宅配便で提出。 

※ 詳しくはＪＲＡホームページをご覧ください。 

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/public/index.html 

 

【審査項目】 

１．応募者の法人格の該当性 

２．応募者の適格性 

３．畜産振興事業への該当性 

 

必要性 

１．国の施策との関連 

２．公募テーマとの整合性 

３．必要性・緊急性 

４．新規性・先導性（※ 研究開発事業のみ） 

有効性 

１．事業の内容・計画 

２．代表者等の適格性（※ 研究開発事業の

み） 

３．目標の明確性・達成可能性 

４．事業の普及性・波及性 

効率性 
１．投入資源等の妥当性 

２．過去のＪＲＡ畜産振興事業との関係 

 

 

 

https://www.jra.go.jp/company/social/livestock/public/index.html

